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 この「財政公表」は、府中市の財政が現在どのような状況にあり、また、どの

ように執行されているかをみなさんにお知らせするため、毎年２回公表している

ものです。 

 今回は、平成２９年度下半期（平成２９年１０月１日から平成３０年３月３１

日まで）の財政運営の状況と平成３０年度予算の状況を併せてお知らせします。 
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Ⅰ 平成２９年度下半期財政運営の状況 

 

１ あらまし  
 平成２９年度の景気は、企業収益が改善していることや雇用情勢が着実に改善

していることなどから、緩やかに回復しているとされています。 

このような状況のなか、政府は、好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇

用環境の更なる改善等につなげ、地域や中小・小規模事業者も含めた経済の好循

環の更なる拡大を実現するよう、「経済財政運営と改革の基本方針２０１７」や

「未来投資戦略２０１７」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基本

方針２０１７」、「ニッポン一億総活躍プラン」の着実な実行に努めてきました。 

平成３０年３月の月例経済報告では、今後の景気の動向について、「雇用・所

得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこと

が期待される。」とする一方で、「海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影

響に留意する必要がある。」としています。 

 このようななか、本市における平成２９年度下半期の歳入は、景気の回復傾向

を受け、市民税では、法人市民税が大幅に増額となりました。 

また、事業の実施に当たり、国・都補助金を最大限に活用するとともに、競走

事業からの収益事業収入を増額するなど、財源の確保に努めました。 

 歳出では、臨時福祉給付金補助金や私立保育所施設整備費補助金、特定緊急輸

送道路沿道建築物耐震改修費補助金などを事業の進捗状況に合わせ減額しまし

た。 

また、障害者等に関する自立支援介護給付費や私立保育所の入所運営に係る経

費を増額するなど、市民が安心して暮らせるよう行政サービスの提供に努めまし

た。 

このほか、安定した財政運営を行うため、平成３０年度からの新たな基金の方

針に基づき、基金の新設や廃止などの準備を進めました。 
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２ 収入支出の状況 

 

（１）一般会計 
 一般会計予算では、平成２９年９月３０日現在で１０６５億６９４５万５千

円でしたが、１０月に専決処分により、補正予算第２号で７６０８万円の増額

補正を、平成３０年３月に補正予算第３号で１０１億４９３９万７千円の増額

補正を行い、予算総額は１１６７億９４９３万２千円となりました。この額を、

繰越明許費を含む前年度一般会計最終予算現額と比較すると、７３億２９６７

万２千円（６．７％）の増となっています。 

 補正予算第２号では、衆議院議員選挙に係る経費として、歳入では、都支出

金で、歳出では、衆議院議員選挙費でそれぞれ７６０８万円を増額しました。 

 補正予算第３号の歳入では、市税で１９億４５９２万５千円を増額しました。

また、地方譲与税で８万７千円、利子割交付金で７６１万６千円、配当割交付

金で６８５５万６千円、株式等譲渡所得割交付金で２億２７６万３千円、自動

車取得税交付金で４９５０万４千円、地方特例交付金で１６５６万４千円をそ

れぞれ増額しました。 

 分担金及び負担金では、土木費負担金で６２９万７千円を増額し、民生費負

担金で１３１１万２千円を減額しました。 

 使用料及び手数料では、民生使用料で３億４３２万６千円、土木使用料で 

１６７０万円をそれぞれ増額し、教育使用料で６６０万９千円を減額しました。 

 国庫支出金では、民生費国庫負担金で１億４５６万５千円、教育費国庫負担

金で５５９万４千円、総務費国庫補助金で１９９９万７千円などを増額し、民

生費国庫補助金で４億４３３４万３千円、土木費国庫補助金で１９５万８千円、

教育費国庫補助金で３０１２万１千円をそれぞれ減額しました。 

 都支出金では、民生費都負担金で１億１７２２万５千円、教育費都負担金で

１０３０万９千円、総務費都補助金で２億８０９８万３千円、民生費都補助金

で７８５０万８千円、土木費都補助金で６９７万円をそれぞれ増額し、教育費

都補助金で３１７万９千円を減額しました。 

 財産収入では、財産運用収入で１３２３万６千円を増額しました。 

 寄附金では、２億４９３７万円を増額しました。 

 繰入金では、特別会計繰入金で２４５万３千円、基金繰入金で６４億   

６１８１万７千円をそれぞれ増額しました。 

 諸収入では、競走事業からの収益事業収入で５億５０００万円、雑入で１億

５５４５万２千円をそれぞれ増額しました。 

 市債では、民生債、土木債、消防債、教育債をそれぞれ減額したことで、全

体で４６８０万円を減額しました。 

 歳出の主な内容として、総務費では、府中ふるさと寄附金の推進に係る経費
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で１７５万８千円、選挙に関する職員給与費等で３４０万円を増額し、土地の

借上げ及び庁舎等の整備等に係る経費で６２０３万７千円、市民活動センター

の管理運営に係る経費で１５３０万２千円などを減額しました。 

 民生費では、自立支援介護給付等に係る経費で２億５３１９万６千円、子育

て家庭への支援及び民間保育所への助成等に係る経費で１億８４６８万３千

円などを増額し、市立保育所の整備に係る経費で３４１７万３千円、生活保護

費の各扶助費で１億３０００万円、後期高齢者医療特別会計への繰出金で  

６５４９万５千円などを減額しました。 

衛生費では、職員給与費等で３８５０万円、予防接種及び健康診査に係る経

費で４１１０万円を減額するなどしました。 

労働費では、職員給与費等で５００万円を減額しました。 

商工費では、職員給与費等で１２００万円を減額しました。 

土木費では、特定緊急輸送道路沿道における建築物耐震改修の助成に係る経

費で１７５２万８千円、道路の維持管理に係る経費で１７７０万円、電線類の

地中化に係る経費で１０８０万円、都市計画道路の新設に係る経費で２０５２

万７千円を減額するなどしました。 

消防費では、常備消防業務に係る経費で２２４２万８千円を減額しました。 

教育費では、幼稚園の施設型給付及び一時預かり事業の助成に係る経費で 

５７１６万１千円、美術品購入基金への積立てに係る経費で２億円などを増額

し、児童生徒の就学援助に係る経費で２３００万円、小中学校校舎等の整備に

係る経費で２９３２万７千円、給食センターの管理運営に関する経費で   

１３８６万３千円、武蔵国府跡の整備に係る経費で３４５５万９千円、サッカ

ー場の管理及び整備に係る経費で２７４６万４千円をそれぞれ減額しました。 

公債費では、市債元金償還金で１４３９万７千円を増額し、市債利子償還金

で６６６９万４千円を減額しました。 

 諸支出金では、公共施設管理基金への積立金で１００万円、財政調整基金へ

の積立金で８億４６５３万円、公共施設整備基金への積立金で６８億９３７１

万１千円、健康・福祉基金への積立金で５億円、生活・環境基金への積立金で

９億８００万円、文化・学習基金への積立金で３億円、都市基盤・産業基金へ

の積立金で２億円、公園緑化基金への積立金で１２億円をそれぞれ増額しまし

た。 

 地方債については、保育所整備事業債、道路整備事業債、都市計画事業債、

消防施設整備事業債、義務教育施設整備事業債の限度額を変更しています。 

 また、繰越明許費として、武蔵国府跡整備事業を平成３０年度に繰り越すこ

ととしています。 
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 平成３０年３月３１日現在の平成２９年度一般会計歳入歳出予算の執行状況

は、図表１のとおりですが、歳入の収入率は９５．４％で、前年同期と比較して

４．８ポイントの増となっています。歳出の執行率では、９２．７％で、前年同

期と比較して８．１ポイントの増となっています。 

 

 

図表１ 平成２９年度一般会計歳入歳出予算執行状況 
 

（平成３０年３月３１日現在） 
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（２）特別会計 
 特別会計は、一般会計とは別に特定の事業を行うための会計で、平成２９年度

は、６つの特別会計となっています。 

この６会計の予算総額は、平成２９年９月３０日現在で、５６６億９６２９万

６千円でしたが、平成３０年３月に、後期高齢者医療特別会計、下水道事業特別

会計を増額補正し、国民健康保険特別会計、公共用地特別会計をそれぞれ減額補

正し、総額５４７億１９３９万３千円となりました。 

これを前年度の特別会計最終予算現額の合計と比較しますと、２億１５２８万

６千円（０．４％）の増となっています。 

３月の各特別会計の補正の主な内容は、次のとおりです。 

国民健康保険特別会計では、保険給付費や共同事業拠出金の減などにより、歳

入歳出それぞれ８億９８１０万８千円を減額しました。 

後期高齢者医療特別会計では、後期高齢者医療広域連合納付金の増などにより、

歳入歳出それぞれ３８９万９千円を増額しました。 

公共用地特別会計では、公共用地取得費の減により、歳入歳出それぞれ１３億

４１５万８千円を減額しました。また、地方債では、庁舎用地取得事業債の限度

額を廃止しました。 

下水道事業特別会計では、下水道施設改築基金積立金の増などにより、歳入歳

出それぞれ２億２１４６万４千円を増額しました。また、地方債では、下水道事

業債の限度額を変更しました。 

 平成３０年３月３１日現在の平成２９年度各特別会計歳入歳出予算の執行状

況は、図表２のとおりですが、歳入の収入率は９２．２％、前年同期と比較して

０．４ポイントの減となっています。歳出の執行率では、８９．８％で、前年同

期と比較して０．５ポイントの増となっています。 
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図表２  平成２９年度各特別会計歳入歳出予算執行状況 
 

                                               （平成３０年３月３１日現在） 

会計別 予算現額 収入済額 
収入率

（％） 
支出済額 

執行率

（％） 

 

国民健康保険 265億3995万4千円 244億438万8千円 92.0  243億7649万6千円 91.8  

 

後期高齢者医療 50億1781万2千円 48億4555万7千円 96.6  50億376万8千円 99.7  

 

介護保険 172億7160万6千円 165億1552万1千円 95.6  149億5318万2千円 86.6  

 

公共用地 16億4561万5千円 11億2330万3千円 68.3  15億8082万3千円 96.1  

 

下水道事業 42億3515万円 35億4157万7千円 83.6  32億3154万1千円 76.3  

 

火災共済事業 925万6千円 786万5千円 85.0  733万円 79.2  

 

合計 547億1939万3千円 504億3821万1千円 92.2  491億5314万円 89.8  

 

※一時的に資金が不足している場合は、会計間で運用をしています。 
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３ 市税収入の状況 
 

 市税は、市の行政を円滑に推進し、多くの市民要望に適切に対応するための重

要な財源となっています。 

 市税の中でも、市民税と固定資産税は全体の９０．５％を占めており、財政運

営を支え、健全な財政基盤を確立するために重要な役割を果たしています。 

 市税収入の状況をみますと、収入済額は５１２億３９１６万９千円で、１００．

２％の収入率となっています。これを前年同期と比較しますと、収入率は０．３

ポイントの減で、収入済額では２億５６１０万３千円（０．５％）の増となって

います。 

 

 

 図表３ 平成２９年度市税収入の状況 
 
                                               (平成３０年３月３１日現在) 

種目別 予算現額 収入済額 収入率（％） 

市民税 245億6741万2千円 248億9029万9千円 101.3 

固定資産税 217億1111万1千円 216億3203万3千円 99.6 

都市計画税 32億5953万4千円 32億7857万円 100.6 

市たばこ税 14億1484万2千円 12億6474万5千円 89.4 

軽自動車税 1億6856万9千円 1億7352万2千円 102.9 

入湯税 1千円 0円 0.0 

合計 511億2146万9千円 512億3916万9千円 100.2 
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４ 市債の状況  

 

 義務教育施設や道路、下水道などの公共施設の建設には、多額の経費が必要で

す。 

 このため、一時的に経費負担が集中することを避け、将来利用する市民の方々

にも応分の負担をしていただくように、国などから長期借入れを行い、財源の一

部としています。 

 平成３０年３月３１日現在の市債現在高は、４５５億１４７４万５千円となっ

ており、これを前年度同期と比較しますと３７億２９９万７千円（８．９％）の

増で、その内訳は一般会計で３８億９７１万８千円（１０．２％）の増、下水道

事業特別会計で１億６７２万１千円（２．３％）の減となっています。 

 市債現在高を人口、世帯当たりで見てみますと、市民一人当たりでは、１７万

６０２７円、一世帯当たりでは３６万７４９０円の借入額となります。また、元

金償還額に係る負担額は、市民一人当たり１万６５４円、一世帯当たり２万  

２２４２円となっています。 

 

 

 図表４ 平成２９年度市債の会計別現在高の状況 
 

                                       (平成３０年３月３１日現在) 

区   分 現在高 構成率（％） 

一 般 会 計 410億5803万円 90.2 

 総務債 70億3623万3千円 15.5 

 民生債 3億6569万2千円 0.8 

 衛生債 2億8604万8千円 0.6 

 商工債 2億5609万2千円 0.6 

 土木債 84億9261万6千円 18.7 

 消防債 3億6231万1千円 0.8 

 教育債 145億4498万4千円 31.9 

 減税補塡債 12億2796万9千円 2.7 

 臨時財政対策債 84億8608万5千円 18.6 

下水道事業会計 44億5671万5千円 9.8 

 下水道事業債 44億5671万5千円 9.8 

合   計 455億1474万5千円 100.0 
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 図表５ 平成２９年度市債償還額に対する市民負担額 
                                      

                      (平成３０年３月３１日現在) 

区   分 
償還額に対する市民負担額（円） 

一人当たり 世帯当たり 

一 般 会 計 10,073 21,029 

 総務債 743 1,551 

 民生債 254 529 

 衛生債 204 426 

 

商工債 93 193 

土木債 2,246 4,689 

 消防債 136 284 

 教育債 4,178 8,723 

 減税補塡債 492 1,028 

 臨時財政対策債 1,727 3,606 

下水道事業会計 581 1,213 

 下水道事業債 581 1,213 

合   計 10,654 22,242 

 

※ 一般会計には用地会計分を含みます。 

                     人 口 ２５８,５６７人   

                     世帯数 １２３,８５３世帯 
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Ⅱ 平成３０年度予算の状況 

 

１ 一般会計の状況 
平成３０年度は、第６次府中市総合計画後期基本計画の計画期間の初年度とな

ることから、前期基本計画の各施策の進捗状況を踏まえるとともに、新たな政策

課題への対応を考慮した後期基本計画に基づき、重点プロジェクトや主要な事務

事業が着実に推進するよう、選択と集中の指向を明確にし、予算編成を行いまし

た。 

 平成３０年度予算編成における歳入については、市税では、法人数の増加など

により法人市民税で増加を見込む一方で、ふるさと納税の影響による個人市民税

の減少や固定資産税での減少を見込んでいるほか、各種交付金等でも、税制改正

の影響に伴い大幅に減少することから、全体的に減を見込んでいます。また、総

合計画に掲げる各種事業を推進するための財源として、引き続き、国・都支出金

を十分に活用するとともに、事業債の借入れや新たな方針に基づく基金の繰入れ

などを行います。 

歳出では、目指す都市像である「みんなで創る 笑顔あふれる 住みよいまち」

の実現に向け、後期基本計画による新たなスタートを着実なものとし、様々な施

策を積極的に展開するため、「安全と健康」「愛着とおもてなし」「対話と協働」

の３つのテーマに沿って施策の充実に努め、行財政運営の効率化が図られるよう

配慮しました。 

具体的には、地域の「安定」と市民の「健康」に関する施策として、特殊詐欺

被害の増加に伴う高齢者世帯への自動通話録音機の貸与事業、医療的ケア児を介

護する家族の休養のためのレスパイト事業、農業公園の整備、まちへの「愛着」

と「おもてなし」に関する施策として、観光振興事業などラグビーワールドカッ

プ及び東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた各種取組、

にぎわいの創出及び商業の活性化を目的とした事業の実施や支援、市民との「対

話」と「協働」に関する施策として、地域福祉コーディネーター事業やごみ減量

に対する啓発事業、国際理解や交流に資するイベントなどを実施します。このほ

か、子育て支援と教育環境の充実に向け、保育所の新設に係る整備費補助などの

待機児童の解消に向けた取組やＩＣＴ教育推進事業モデル校への児童・生徒用タ

ブレット端末等の導入を進めます。 

そのほか、多磨駅改良整備事業、庁舎建設事業などの投資的な事業も引き続き

進めていきます。 

 一般会計の予算額は、９５５億９千円で、市民活動センター整備事業や給食セ

ンター新築事業などの完了に伴い、前年度対比８．６％、９０億１千円の減額と

なっています。 
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 図表６ 平成３０年度一般会計歳入歳出予算の状況 
 

【 歳 入 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【 歳 出 】 
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２ 特別会計の状況 
 

 平成３０年度の特別会計は、６つの会計で構成しており、平成３０年度予算額

は合計で、５１９億６７２３万円で、前年度対比７．１％、３９億７８５１万３

千円の減額となっています。 

 各会計の増減内訳としては後期高齢者医療特別会計で２億７６１７万２千円

（５．５％）、介護保険特別会計で４１２９万円（０．２％）をそれぞれ増額し、

国民健康保険特別会計で４１億１６６５万１千円（１５．０％）、公共用地特別

会計で１億２４３７万３千円（４．２％）、下水道事業特別会計で５４８０万６

千円（１．４％）、火災共済事業特別会計で１４万５千円（１．６％）をそれぞれ

減額しています。 

 

 

 

 図表７ 平成３０年度各会計歳入歳出予算の状況 
 

区      分 平成３０年度 平成２９年度 
伸率

（％） 

一般会計 955億9000万円 1046億円 △ 8.6 

特別会計 519億6723万円 559億4574万3千円 △ 7.1 

 国民健康保険 233億2141万1千円 274億3806万2千円 △ 15.0 

 後期高齢者医療 52億6425万9千円 49億8808万7千円 5.5 

 介護保険 165億8816万9千円 165億4687万9千円 0.2 

 公共用地 28億2540万円 29億4977万3千円 △ 4.2 

 下水道事業 39億5888万円 40億1368万6千円 △ 1.4 

 火災共済事業 911万1千円 925万6千円 △ 1.6 

合計 1475億5723万円 1605億4574万3千円 △ 8.1 
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Ⅲ 附表 

 
１ 平成２９年度一般会計歳入予算の状況 

２ 平成２９年度一般会計歳出予算の状況 

３ 平成２９年度市税の状況 

４ 平成２９年度各会計歳入歳出予算の状況 

５ 平成２９年度市債の状況 

①借入先別市債現在高 

②会計別款別市債現在高 

６ 平成３０年度一般会計歳入予算の状況 

７ 平成３０年度一般会計歳出予算の状況 

８ 平成３０年度市税の状況 

９ 平成３０年度各会計歳入歳出予算の状況 
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１　平成２９年度  一般会計歳入予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 構成比 収入済額 構成比 収入率

29.9.30現在  (％）  (％）  (％）

05　市　　　　　  　税 49,175,5441,945,92551,121,469 43.8 51,239,169 46.0 100.2

10　地　方　譲　与　税 389,791 87 389,878 0.3 375,505 0.3 96.3

12　利 子 割 交 付 金 76,156 7,616 83,772 0.1 84,290 0.1 100.6

13　配当割交付金 285,652 68,556 354,208 0.3 347,073 0.3 98.0

14　株式等譲渡所得割交付金 193,108 202,763 395,871 0.3 347,654 0.3 87.8

15  地方消費税交付金 5,305,959 0 5,305,959 4.5 5,565,169 5.0 104.9

17　自動車取得税交付金 176,803 49,504 226,307 0.2 131,078 0.1 57.9

20　国有提供施設等所在市町村

     助成交付金等 4,398 0 4,398 0.0 4,318 0.0 98.2

24  地方特例交付金 198,233 16,564 214,797 0.2 214,797 0.2 100.0

25　地　方　交　付　税 1 0 1 0.0 39,645 0.03,964,500.0

30　交通安全対策特別交付金 30,121 0 30,121 0.0 24,774 0.0 82.2

35　分担金及び負担金 985,232 △ 6,815 978,417 0.8 878,982 0.8 89.8

40　使用料及び手数料 4,012,458 314,417 4,326,875 3.7 4,090,070 3.7 94.5

45　国 庫 支 出 金 18,143,484△ 325,56417,817,920 15.3 17,080,029 15.3 95.9

50  都　支　出　金 10,496,242 566,89611,063,138 9.5 9,999,038 9.0 90.4

55　財　産　収　入 177,616 13,236 190,852 0.2 187,612 0.2 98.3

60　寄　　附　　金 403,808 249,370 653,178 0.6 576,241 0.5 88.2

65　繰　　入　　金 5,199,6586,464,27011,663,928 10.0 11,657,047 10.5 99.9

70　繰　　越　　金 2,850,194 0 2,850,194 2.4 2,850,194 2.6 100.0

75　諸　　収　　入 1,039,497 705,452 1,744,949 1.5 1,765,724 1.6 101.2

80　市　　　　　債 7,425,500△ 46,800 7,378,700 6.3 3,920,000 3.5 53.1

 　歳  　入  　合  　計 106,569,45510,225,477116,794,932100.0 111,378,409100.0 95.4

（平成30年3月31日現在）

区　　　　　　分
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２　平成２９年度　一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額  最終予算額 構成比 支出済額 構成比 執行率

29.9.30現在 及び予備費  (％）  (％）  (％）

05　議     会     費 536,246 0 536,246 0.5 530,792 0.5 99.0

10　総     務     費　 16,764,254 △ 119,849 16,644,405 14.2 15,121,884 14.0 90.9

15　民     生     費 51,831,547 △ 358,706 51,472,841 44.1 49,103,402 45.4 95.4

20　衛     生     費 6,157,439 △ 78,980 6,078,459 5.2 5,474,291 5.1 90.1

25　労     働     費 71,453 △ 5,000 66,453 0.0 60,806 0.1 91.5

30　農 林 水 産 業 費 158,954 0 158,954 0.1 87,279 0.1 54.9

35　商     工     費 450,625 △ 12,000 438,625 0.4 346,063 0.3 78.9

40　土     木     費 6,113,444 △ 69,655 6,043,789 5.2 4,538,333 4.2 75.1

45　消     防     費 2,927,732 △ 22,428 2,905,304 2.5 2,838,962 2.6 97.7

50　教     育     費 16,229,216 95,451 16,324,667 14.0 14,527,607 13.4 89.0

55  公     債     費 4,238,301 △ 52,297 4,186,004 3.6 3,831,708 3.4 91.5

60　諸   支   出   金 990,244 10,849,241 11,839,485 10.1 11,839,484 10.9 99.9

65　予     備     費 100,000 △ 300 99,700 0.1 0 0.0 0.0

歳  　出  　合  　計 106,569,455 10,225,477116,794,932 100.0 108,300,611 100.0 92.7

（平成30年3月31日現在）

区　　　　　　分

15



３　平成２９年度  市税の状況 

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 調  定  額 収入済額 収　入　率（％）

29.9.30現在 予算対比 収入歩合

市      民      税 22,560,5562,006,85624,567,41225,516,87224,890,299 101.3 97.5

固  定  資  産  税 21,772,042△ 60,93121,711,11122,060,53021,632,033 99.6 98.1

軽  自  動  車  税 168,569 0 168,569 182,182 173,522 102.9 95.2

市 た ば こ 税 1,414,842 0 1,414,842 1,362,421 1,264,745 89.4 92.8

入　湯　税 1 0 1 0 0 0.0 0.0

都  市  計  画  税 3,259,534 0 3,259,534 3,319,963 3,278,570 100.6 98.8

     市  税  合  計 49,175,5441,945,92551,121,46952,441,96851,239,169 100.2 97.7

（平成30年3月31日現在）

区　　　　　　分
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４　平成２９年度　各会計歳入歳出予算の状況

 （単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

29.9.30現在  (％）  (％）

一  般  会  計 106,569,45510,225,477116,794,932111,378,409 95.4108,300,611 92.7

特  別  会  計 56,696,296△ 1,976,90354,719,39350,438,211 92.2 49,153,140 89.8

国  民  健  康  保　険 27,438,062△ 898,10826,539,95424,404,388 92.0 24,376,496 91.8

後 期 高 齢 者 医 療 5,013,913 3,8995,017,8124,845,557 96.6 5,003,768 99.7

介　　護　　保　　険 17,271,606 0 17,271,60616,515,521 95.6 14,953,182 86.6

公    共    用  　地 2,949,773△ 1,304,1581,645,6151,123,303 68.3 1,580,823 96.1

下   水   道   事   業 4,013,686 221,4644,235,1503,541,577 83.6 3,231,541 76.3

火  災  共  済  事  業 9,256 0 9,256 7,865 85.0 7,330 79.2

合         計 163,265,7518,248,574171,514,325161,816,620 94.3157,453,751 91.8

（平成30年3月31日現在）

区　　　　　　分
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５　平成２９年度　市債の状況

①借入先別市債現在高

（単位：千円）

借  入  先  一般会計 下水道事業特別会計 合      計

財　　務　　省 10,036,736 1,498,186 11,534,922

旧日本郵政公社 2,424,478 150,440 2,574,918

東  　京  　都 22,964,821 22,964,821

全国市有物件災害共済組合 27,249 27,249

東京都区市町村振興協会 1,652,144 1,652,144

地方公共団体金融機構 35,762 2,808,089 2,843,851

市　中　銀　行 3,916,840 3,916,840

 　　合　　　　計 41,058,030 4,456,715 45,514,745

　　※一般会計には用地会計分を含みます。

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高 構成比
H29.9.30 29.10.1～30.3.3129.10.1～30.3.31 H30.3.31 (%)

財　　務　　省 12,406,405 871,483 11,534,922 25.3

旧日本郵政公社 2,760,049 185,131 2,574,918 5.7

東  　京  　都 20,354,771 3,951,000 1,340,950 22,964,821 50.5

全国市有物件災害共済組合 36,556 9,307 27,249 0.1

東京都区市町村振興協会 1,758,149 106,005 1,652,144 3.6

地方公共団体金融機構 2,919,442 75,591 2,843,851 6.2

市　中　銀　行 4,083,075 166,235 3,916,840 8.6

 　　合　　　　計 44,318,447 3,951,000 2,754,702 45,514,745 100.0

（平成30年3月31日現在）

借  入  先
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②会計別款別市債現在高
（単位：千円）

現   在   高 借   入   額 償   還   額 現　在　高

H29.9.30 29.10.1～30.3.3129.10.1～30.3.31 H30.3.31 １人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 39,711,519 3,951,000 2,604,489 41,058,030 10,073 21,029

総務債 3,536,358 3,692,000 192,125 7,036,233 743 1,551

民生債 431,232 0 65,540 365,692 254 529

衛生債 338,794 0 52,746 286,048 204 426

商工債 280,038 0 23,946 256,092 93 193

土木債 8,814,350 259,000 580,734 8,492,616 2,246 4,689

消防債 397,474 0 35,163 362,311 136 284

教育債 15,625,394 0 1,080,410 14,544,984 4,178 8,723

減税補塡債 1,355,299 0 127,330 1,227,969 492 1,028

臨時財政対策債 8,932,580 0 446,495 8,486,085 1,727 3,606

下水道事業会計 4,606,928 0 150,213 4,456,715 581 1,213

下水道事業債 4,606,928 0 150,213 4,456,715 581 1,213

   合　　計 44,318,447 3,951,000 2,754,702 45,514,745 10,654 22,242
※一般会計には用地会計分を含みます。

区     分
償還額に対する市民負担額(円)

（平成30年3月31日現在）
人  口　258,567人  

世帯数　123,853世帯
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６　平成３０年度　一般会計歳入予算の状況

  （単位：千円）

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　額 伸率（％）

05　市              税 48,863,918 51.1 49,175,544 47.0 △ 311,626 △ 0.6

10  地 方 譲 与 税 400,154 0.4 389,791 0.4 10,363 2.7

12  利 子 割 交 付 金 63,971 0.1 76,156 0.1 △ 12,185 △ 16.0

13  配 当 割 交 付 金 308,504 0.3 285,652 0.3 22,852 8.0

14  株式等譲渡所得割交付金 210,488 0.2 193,108 0.2 17,380 9.0

15  地方消費税交付金 4,616,184 4.8 5,305,959 5.1 △ 689,775 △ 13.0

17　自動車取得税交付金 233,380 0.2 176,803 0.2 56,577 32.0

20　国有提供施設等所在市町村

     助成交付金等 4,318 0.0 4,398 0.0 △ 80 △ 1.8

24　地方特例交付金 214,797 0.2 198,233 0.2 16,564 8.4

25　地  方  交  付  税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

30　交通安全対策特別交付金 27,684 0.0 30,121 0.0 △ 2,437 △ 8.1

35　分担金及び負担金 1,032,445 1.1 985,232 0.9 47,213 4.8

40　使用料及び手数料 4,179,752 4.4 4,012,458 3.8 167,294 4.2

45　国  庫  支  出  金 16,916,517 17.7 17,243,687 16.5 △ 327,170 △ 1.9

50　都   支   出   金 10,714,203 11.2 10,338,135 9.9 376,068 3.6

55　財   産   収   入 177,001 0.2 177,616 0.2 △ 615 △ 0.3

60　寄      附      金 421,059 0.4 403,808 0.4 17,251 4.3

65　繰      入      金 2,260,249 2.4 5,223,862 5.0△ 2,963,613 △ 56.7

70　繰      越      金 1,100,000 1.2 1,300,000 1.2 △ 200,000 △ 15.4

75　諸      収      入 2,746,975 2.9 1,012,936 0.9 1,734,039 171.2

80　市              債 1,098,400 1.2 8,066,500 7.7△ 6,968,100 △ 86.4

     歳   入   合   計 95,590,000 100.0 104,600,000 100.0△ 9,010,000 △ 8.6

区　　　　　　　分
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７　平成３０年度  一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　額 伸率（％）

05　議    会    費 534,579 0.6 536,246 0.5 △ 1,667 △ 0.3

10　総    務    費 9,540,270 10.0 16,609,935 15.9△ 7,069,665 △ 42.6

15　民    生    費 52,278,940 54.7 51,467,672 49.2 811,268 1.6

20　衛    生    費 6,131,006 6.4 6,111,052 5.8 19,954 0.3

25　労    働    費 63,123 0.1 71,453 0.1 △ 8,330 △ 11.7

30　農林水産業費 143,480 0.1 152,409 0.1 △ 8,929 △ 5.9

35　商    工    費 458,688 0.5 441,905 0.4 16,783 3.8

40　土    木    費 6,206,121 6.5 5,945,548 5.7 260,573 4.4

45　消    防    費 2,957,966 3.1 2,925,732 2.8 32,234 1.1

50　教    育    費 12,259,416 12.8 15,957,747 15.3△ 3,698,331 △ 23.2

55　公    債    費 4,148,411 4.3 4,238,301 4.1 △ 89,890 △ 2.1

60　諸  支  出  金 768,000 0.8 42,000 0.0 726,000 1728.6

65　予    備    費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳   出   合   計 95,590,000 100.0 104,600,000 100.0△ 9,010,000 △ 8.6

区　　　　　　　分
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８　平成３０年度  市税の状況

（単位：千円）

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

市    民    税 22,308,015 45.7 22,560,556 45.9 △ 252,541 △ 1.1

固 定 資 産 税 21,759,275 44.5 21,772,042 44.3 △ 12,767 △ 0.1

軽 自 動 車 税 174,796 0.4 168,569 0.3 6,227 3.7

市 た ば こ 税 1,322,320 2.7 1,414,842 2.9 △ 92,522 △ 6.5

入　　湯　　税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

都 市 計 画 税 3,299,511 6.7 3,259,534 6.6 39,977 1.2

 市 税 合 計 48,863,918 100.0 49,175,544 100.0 △ 311,626 △ 0.6

比  較  増  減
区      分
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９　平成３０年度　各会計歳入歳出予算の状況

        （単位：千円）

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

一  般  会  計 95,590,000 64.8 104,600,000 65.2 △ 9,010,000 △ 8.6

特  別  会  計 51,967,230 35.2 55,945,743 34.8 △ 3,978,513 △ 7.1

国 民 健 康 保 険 23,321,411 15.8 27,438,062 17.1 △ 4,116,651 △ 15.0

後 期 高 齢 者 医 療 5,264,259 3.6 4,988,087 3.1 276,172 5.5

介 護 保 険 16,588,169 11.2 16,546,879 10.3 41,290 0.2

公 共 用 地 2,825,400 1.9 2,949,773 1.8 △ 124,373 △ 4.2

下 水 道 事 業 3,958,880 2.7 4,013,686 2.5 △ 54,806 △ 1.4

火 災 共 済 事 業 9,111 0.0 9,256 0.0 △ 145 △ 1.6

合    計 147,557,230 100.0 160,545,743 100.0△ 12,988,513 △ 8.1

区　　　　　　分
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